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３－２．産業大分類別中小規模事業所数・従業者数

　大阪府は、中小規模の事業所数が 424,738 事業所を数え、東京都（657,361）に次いで
多くなっています。業種別構成比では、卸・小売業の比率が最も高く、他県と比べても
高い値となっています。一方でサービス業関係で、東京都や神奈川県に比べやや低くな
っています。製造業については 13.4％で、愛知県の 14.5% に次いで高い割合を示してい
ます。この傾向は従業者数でも概ね同様です。

中小規模事業所の産業別構成比

３－１．中小企業数及び全企業数に占める割合

　中小企業数を府県別にみると、大阪府には約 33 万の中小企業が立地しており、府
内全企業の 99.6％を占めています。これは、東京都に次いで多く、全国の中小企業の
7.6％を占めています。

中小企業の定義
平成 11 年の中小企業基本法改正により、中小企業はおおむね、
・資本金３億円以下（卸売業については１億円以下、小売業、サービス業については
5,000 万円以下）の会社、並びに、

・常時使用する従業員の数が 300 人以下（卸売業、サービス業については 100 人以下、
小売業については 50 人以下）の会社及び個人事業者、
とされています。
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３－４．地場産業の業種別事業所数・出荷額

　大阪の地場産業 60 業種についてみると、事業所数で製造業全体の３分の１弱、出荷額で６
分の１強を占めています。
　大阪の地場産業を、発祥によって類型化すると以下のようになります。
１．徳川時代からすでに存立していた産業が、当時の生産技術を基本にして、あるいは機械
　生産に移行して現在も活動している地場産業。
　（例）綿スフ織物、注染業など
２．徳川時代の産業の資本及び技術が基本となって新しい製品を開発し、発展した地場産業。
　（例）タオル、毛布、自転車、敷物、袋物、竹すだれなど
３．明治維新を契機として新しく西欧から移入されて発展した地場産業。
　（例）人造真珠硝子細貨、眼鏡類、作業工具、ミシン部品、金網、ボタン、歯ブラシなど

（大阪府「大阪の地場産業」平成２年より抜粋）

地場産業
　主として地元の資本による中小企業群が、一定の地域に集積して、技術、労働力、原材料、技能（伝
統を含む）などの経営資源を活用し、生産、販売活動をしているもの、とされています。
　大阪府においては、昭和 56 年に⑴中小企業性ないしは並存業種である、⑵地域集中性が強い、⑶事
業所数が 200 以上のもの、⑷出荷額 500 億円以上のもの、⑸市町村よりの推薦のあったもの、のいずれ
かにあてはまる 63 業種を選定しています。ここでは、このうち業種の詳細が不明となった「石綿製品」、
｢貝細工 ｣、企業数が 1社となった「爪楊枝」を除く 60 業種についてとりあげています。

※２　大阪簾工業協同組合推計。
※３　経済産業省｢工業統計表(品目編)｣(従業者４人以上の事業所分)　ガラス製品に含まれる。
※４　伸線業及びくぎ製造業の合計。
※５　経済産業省｢工業統計表(品目編)｣(従業者４人以上の事業所分)。　
※６　経済産業省｢工業統計表(品目編)｣(従業者４人以上の事業所分) ほう丁、ナイフ類、
　　　はさみ、工匠具の合計。但し平成15年の「工匠具」の大阪の値は秘匿されている。
※７　経済産業省｢工業統計表(品目編)｣(従業者４人以上の事業所分) 錠、かぎと建築金物の合計。
※８　経済産業省｢工業統計（品目編）｣（従業者４人以上の事業所分）。

※１  丸編、たて編、横編各ニット生地の合計。　　

※10　泉州木櫛商栄組合推計。
※９　日本人造真珠硝子細貨工業組合推計。　

資料：　主として大阪府統計課「平成15年大阪の工業（工業統計調査結果表）」従業者３人以下を含む全事業所分。

３－３．製造業の規模別製造品出荷額等

　製造品出荷額等を事業所の規模別にみると、大阪府では中小規模（従業者数１～ 299
人）の事業所によるものが 10 兆 3,416 億円と全体の 65.4％を占めており、他の主要府県
と比べて最も高い値を示しています。

製造品出荷額等
　生産された製品の出荷額（製造品出荷額）、加工賃収入額、修理料収入額及びその他
の収入額を合計したもので、製造業の規模を示す指標の一つです。

製造品出荷額等の事業所規模別構成比
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３－６．中小企業新事業活動促進法承認企業数

　平成17年 4月に中小企業創造活動促進法と中小企業経営革新支援法が中小企業新事業活
動促進法に整理統合されました。これらの法律に基づく経営革新計画の承認企業数を全国
府県との比較でみると、大阪府は東京都、愛知県に次いで、全国で３番目の承認企業数と
なっています。

中小企業新事業活動促進法
　中小企業が単独でまたは共同で、必要に応じ組合等を用いつつ、新商品の開発や生産、
新役務の開発又は提供、新たな生産方式の導入などの新たな取り組みによって、相当程
度の経営の向上を図るための計画（経営革新計画）を作成し、中小企業新事業活動促進
法に基づく知事の承認を受けると、融資、課税の特例など各種支援措置を利用すること
が可能となります。

３－５．ベンチャー企業向け証券市場に上場する大阪本社企業

　ベンチャー企業向けの証券市場（大阪証券取引所ヘラクレス、東京証券取引所マザー
ズ等）に上場する企業のうち、大阪府内に本社を置いている企業は、平成 18 年７月 31
日現在で 36 社（他の市場へ上場した企業等を除く）となっています。
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9月 （株）ネクストジャパン 

17年 6月 
10月 
12月 
12月 

18年 1月 
（平成18年7月31日現在・大阪証券取引所、東京証券取引所資料より作成） 

（株）セキュアヴェイル ネットワーク・セキュリティ設計、導入コンサル 
ティング 

（株）ライフステージ 分譲マンションの企画、販売、コンサルティング 

（株）翻訳センター 翻訳サービス 
サイト運営 

（株）フリーワーク アウトソーシング、人材派遣 
夢の街創造委員会（株） 

営業支援サービス 
（株）フュートレック 携帯電話ネットワークに関するサービス 
（株）エスティック 省力自動組立機械の設計製作、販売 

微細技術による電子部品の開発、製造等 

生命保険、損害保険代理業 

不動産投資ファンドの組成運営等 
KOBE証券（株） 

（株）ソフトウェア・サービス 医療情報システムの開発 

（株）サイネックス 地域密着型電話帳事業 
（株）イーウェーヴ システム開発 

 　*1  同社は平成12年に大阪証券取引所新市場部へ上場していましたが、平成15年４月に同部が廃止とな
     　り、ヘラクレスへ承継されています。

（株）情報企画 金融機関向けソフト開発 
（株）総合医科学研究所 大阪大学発バイオベンチャー 

アミューズメント施設運営 

（注）他市場への上場、大阪から本社を移転、上場廃止された企業は表から除いています。 

さくらインターネット（株） インターネット・サービス 
ジェイコム（株） 

（株）関門海 食材開発、飲食店舗運営、フランチャイズの展開 

（株）アイディーユー 不動産オークションの企画・運営等 

アンジェスエムジー（株） 遺伝子治療薬開発 
イーディーコントライブ（株） ＣＤ－ＲＯＭコピー防止技術 

東京証券取引所マザーズ上場銘柄 
企業名 業務内容 

（株）大阪証券取引所 有価証券市場の開設・運営 

ワールド・ロジ（株） ロジスティクスコンサルテーション、サードパー 
ティロジスティクス 

（株）レイコフ 
有価証券の売買、媒介、代理、売出し等 

クラスターテクノロジー（株） 

カーディナル㈱*1 カード製造 
（株）ケア２１ 介護ホームヘルプサービス 

ビービーネット（株） 製菓・パン業者向け通販 
（株）フジオフードシステム 外食チェーン店 

（株）エルゴ・ブレインズ 電子メールによるダイレクトメール 
日本ロングライフ（株） 高齢者介護 

ネクストウェア（株） データベース運営請負 
（株）ユークス ゲームソフト開発 

（株）エフアンドエム 中小企業総務業務支援 
エネサーブ（株） 自家発電代行サービス 

大阪証券取引所ヘラクレス上場銘柄 
企業名 業務内容 

（株）デジタルデザイン 業務システム受託開発 




